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2015.12.15 

児童福祉法の厚労省改正案について 

３．理念 

【ポイント】 

■ 「子どもの権利」を「児童福祉の原理」として謳い上げるべき。

■ 主語は「すべて児童」とすべき。

■ 「児童は、永続的な家庭養育を受けることができること」を明記すべき。

（法文案）第２条 児童福祉の原理 

すべて児童は、児童の権利に関する条約の理念にのっとり、等しく、適切に養育され、心身ともに

健やかに生活及び発達し、並びに意見を表明する権利を有する。 

２ すべて児童は、家庭、地域、学校、職域その他の社会のあらゆる分野において、児童に関わる

措置につき児童の最善の利益が最も優先して考慮される。 

３ すべて児童は、できる限り家庭において適切に養育される権利を有する。家庭における適切な

養育が困難であるときは、養子縁組等の永続的で最適な家庭養育を受けることができる。これらの

養育が困難であるときは、良好な代替的家庭養育を受けることができ、この養育は、乳幼児におい

て特に確保される。 

【理由】 

■ 厚労省案では、子供の権利が「受け身」で書かれているが、子どもの権利が「主体」であるこ

とを基本原理として書くべきであるため。

■ また、「愛護」は客体に用いるものであるため不適切。

■ 条約で保障すべき権利は生存、発達、保護、参加の権利であり、もれなく盛り込むことが望ま

しいため。

■ 「家庭的養育」ではなく「家庭養育」の原則を保障するため。

・国民、保護者の責務

【ポイント】 

■ 国民の責務、保護者の責務を別立てで書くべき。

■ 「体罰」を含む行為を禁じる趣旨の規定を入れるべき。

（法文案）第４条 国民の責務等 

すべて国民は、児童が適切に養育され、心身ともに健やかに生活及び発達し、並びに意見を表明し、

その意見が尊重されるよう努めなければならない。 

２ 保護者は、児童が適切に養育され、心身ともに健やかに生活及び発達し、並びに意見を表明し、

その意見が尊重されることについて第一義的責任を有する。 

３ 何人も、体罰その他により、児童が適切に養育され、心身ともに健やかに生活及び発達し、並

びに意見を表明する権利を侵害する行為をしてはならない。 

【理由】 

■ 子どもの権利保障の観点から、国民や保護者の責務等を書くべき。

2016．１．22 

児童福祉法の厚労省改正案に対する大臣指示（案） 

★1月 11日付け「対応案・留意点」を踏まえた、改めての指示。条文のイメージ等は、別紙 1～４参

照。

３ ．理念 

・第１条

【大臣指示】 

■ 児童の権利として、意見表明権、最善の利益の優先、家庭で養育される権利を追加

■ 「心身ともに健やかに生まれ」は文言修正

■ 「社会のあらゆる分野」に関する例示の「家庭、地域、学校、職域」は削除

■ 法文は（別紙１）参照

【理由】 

■ 子どもの権利の理念は法律の根幹であり、中核的な権利を明確にする必要

■ 「心身ともに健やかに生まれ」という文言は先天性の障害を持った子どもへの配慮に欠ける

■ 「家庭」等の例示があると、生活圏だけに限定されて解釈されるおそれ

・国民、保護者、行政の責務（第２条）

【大臣指示】 

■ 永続的な家庭環境、代替的家庭環境を講じることを明記

■ 「体罰」を含む行為を禁じる規定を入れること。

【理由】 

■ 第１条の「家庭で養育される権利」に合わせて、第２条においても「家庭環境」を強調

■ 体罰に関しては（別紙２）参照

４．子どもの権利擁護の仕組み 

【大臣指示】 

■ 児童福祉審議会の委員のあり方を明確化

【理由】 

■ 利益相反を避け、公平性を保持

５．国、都道府県、市町村の役割 （第○条） 

【大臣指示】 

■ 市町村の役割の明確化

【理由】 

■ 専門委員会冒頭挨拶で指示した「子ども家庭福祉の新たなあるべき姿」そのもの

・市町村への送致 4



2016．2．2 

児童福祉法の厚労省改正案に対する大臣指示（案） 

1 月 28日版「児童福祉法等改正について」 関係省庁協議用に対する指示 

３ ．理念 

・第１～3条

【大臣指示】 

■ 「児童の権利に関する条約にのっとり」とすべき

【理由】 

■ 「精神」では漠然とするため、条約順守を明確にすべき

・第〇条②

【大臣指示】 

■ 代替的養育が原則里親（ファミリーホームを含む）で継続的に行われる必要があることが理

解できるような条文にすべき

【理由】 

■ 条文では「家庭」が代替養育を含むとは解釈しにくい

■ 「できる限り良好な家庭的環境」に継続的に養育されるべきではない

・体罰に関する児童虐待防止法改正

【大臣指示】 

■ 合意

５．国、都道府県、市町村の役割 （第○条） 

【大臣指示】 

■ 市町村が子ども家庭養育支援の主体となる記述を明記すべき

【理由】 

■ 「新たな子ども家庭福祉」の姿そのもの

６．要保護･要支援児童の対象年齢および９．（５）自立支援 

【大臣指示】 

■ 18歳まで措置されていた環境に、連続的なケアと生活の場を２２歳まで保障

【理由】 

■ 要保護児童は虐待の影響で１８歳を越えてもケアが必要であり、自立に時間がかかる

■ 生活困窮者支援ではケアが保障されない。自立援助ホームでは連続性が保障されない

７．新たな子ども家庭支援体制の整備 

（２）基礎自治体における拠点整備

【大臣指示】 

■ 市町村における支援拠点の整備に努める旨の規定に合意

■ そのための基盤整備に関して検討すべき

【理由】 

■ 市町村の子ども家庭支援拠点は基盤がないと困難

2016．2．8 

児童福祉法の厚労省改正案に対する大臣指示（第４弾） 

1 月 28日版「児童福祉法等改正について」 関係省庁協議用に対する指示 

1 ．理念 

・第１～3条

【大臣指示】 

■ 第１条は、「児童の権利に関する条約にのっとり」とすべき。

■ 第２条の「主として」は削除。

【理由】 

■ 「精神」では漠然とするため、条約順守を明確にすべき。

・第〇条②

【大臣指示】 

■ 代替的養育が養子縁組、里親（ファミリーホームを含む）において継続的に行われる必要が

あることが、容易、かつ明確に理解できるような条文にすべき。

■ 少なくとも就学までは、施設ではなく家庭に準ずる養子縁組、里親等による養育を基本とする

ことを明記できないか。

【理由】 

■ 条文では、「家庭」が養子、里親等代替養育を含む、と読解することは不可能。

■ 「できる限り良好な家庭的環境」に「継続的に」養育されるべきではないことは明らか。

・体罰に関する児童虐待防止法改正

【大臣指示】 

■ 規定を置くことには同意。条文が「体罰」禁止に当たる事が容易に理解できる平易な書き振り

にすべき。 

【理由】 

■ 原案では「必要な範囲」が不明。

２．国、都道府県、市町村の役割 （第○条） 

【大臣指示】 

■ 第○条に、市町村に関し、「子ども家庭養育支援の中心として」業務を担うことを挿入、明記

すべき。

■②の都道府県の役割に関して、「専門的な知識及び技術を必要とするもの」と規定すること

は、「支援」を専門的知識、技術をもって担うべき市町村とのバランス欠くので、再考すべき。

【理由】 

■ 先日の視察時に、和光市の東内保健福祉部長も明確に指摘していた通り、「新たな子ども家

庭福祉」において、「支援」は身近な市町村がきめ細かく見るのが唯一の道。 

３．要保護･要支援児童の対象年齢および９．（５）自立支援 

【大臣指示】 

■ 18歳まで措置されていた環境に、連続的なケアと生活の場を２２歳まで保障。 5



2016．2．10 

児童福祉法の厚労省改正案に対する大臣指示（第５弾） 

2 月 8 日大臣指示（第 4 弾）への追補 

２．国、都道府県、市町村の役割 （第○条） 

【大臣指示】 

 大臣指示（第 4 弾）にて都道府県と市町村の役割に関して指摘をしたところ。その

帰結として、以下の点を改正すべき。 

■児童福祉法第 10条の②に関し、市町村が都道府県に対して「援助および助言を

求めなければならない」を「援助および助言を求めることができる」に変更すべき。 

【理由】 

■ 支援が市町村の責務になれば、支援の知識・技術の専門性は市町村が持つこ

とになるため。

以上 

2016．2．15 

児童福祉法の厚労省改正案に対する大臣指示（第６弾） 

２月 12 日版「児童福祉法等改正について」への修正指示 

1 ．理念 

・第１～3条

【大臣指示】 

■ 第１条は、「児童の権利に関する条約にのっとり」とすべき。

【理由】 

■ 条約順守をより明確にすべき。

・第〇条②

【大臣指示】 

■ 「家庭と同様の環境」は、「家庭環境」にすべき。その代替案は、「家庭を基本と

した環境」まで。

■ 少なくとも「就学まで」は、施設ではなく家庭に準ずる養子縁組、里親等による

養育を基本とすることを明記できないか。

【理由】 

■ 国連指針では、”family-based care” を「家庭養護」と訳しており、「家庭と同様」

では、「家庭的養護」を指す “family-like care” と誤解される惧れが大。

■ 「就学前」の子どもに特に家庭環境が必要であるため。

３．国、都道府県、市町村の役割の明確化 （第○条） 

【大臣指示】 

■ 児童福祉法第 10 条の②に関し、市町村が都道府県に対して「援助および助言

を求めなければならない」を「援助および助言を求めることができる」に変更する必

要がない、とするならば、都道府県（児相）が市町村より優越的立場ではなく、相互

に協力すべき新たな関係となることが、今回の法改正の重要な考え方の転換であ

ることが容易に理解される法文にすべき。 

【理由】 

■ 支援が市町村の責務になれば、少なくとも支援の知識・技術の専門性は市町

村が持つことになるため。

6



2016．2．22 

児童福祉法の厚労省改正案に対する大臣指示（第７弾） 

「児童福祉法の厚生省改正案に対する大臣指示（第 6弾）を踏まえた対応案」 

（2月 18 日）への修正指示 

1 ．理念 

・第〇条②

【大臣指示】 

■ 「家庭における養育環境と同様の養育環境」は、「家庭環境」とし、その定義な

いしは例示（「養子縁組、里親などの」）を法文中に追加するべき。同様に、「家

庭」、「家庭的環境」に関しても、定義ないしは例示を添えるべきか。

■ （代案）➡法案は現状通りとしながらも、少なくとも、政省令等において、それら３

種類の環境における養育に関し、明確な定義を行うとともに、国会審議中の与

党質問における確認答弁の想定問答をただちに用意。

■ 就学前（0～6 歳）児童は、施設養育は好ましくなく、「家庭養育」を原則とする

旨、政省令で明確化。確認答弁用の想定問答はただちに用意。

【理由】 

■ 単に、「家庭における養育環境と同様の養育環境」では、引き続き「家庭的養

護」を指す “family-like care” と誤解される惧れ。

３．国、県、市、等の役割の明確化（第○条） 

【大臣指示】 

■都道府県、市町村はお互い「上下」や「縦」の関係ではなく、新たな緊密な相互協力

関係となること、また、それぞれに求められる専門性においても、とりわけ「支援」にお

いてなど、優劣をつけるような関係ではないことなど、新たな子ども家庭養育に相応し

い各自治体間の関係性、専門性等に関することを、政省令等において明確化。 

7．通所・在宅措置 

【大臣指示】 
7



=

厚生労働省資料（平成29年度10月25日平成28年度社会保障審議会社会的養育専門委員会　資料２「児童福祉法の改正について」）より
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「新しい社会的養育ビジョン」
（2017年8月）

「社会的養護の課題と将来像」
（2011年7月）

【家庭的養護】
・里親
・ファミリーホーム

【できる限り家庭的な
養育環境】
・小規模グループケア
・グループホーム

【施設養護】
・児童養護施設
・乳児院等
（児童養護施設は
全て小規模ケア）

今後十数年をかけて、

概ね１/３

今後十数年をかけて、

概ね１/３

今後十数年をかけて、

概ね１/３

特別養子縁組
成立数

里親委託率
3歳未満

それ以外の就学前
学童期以降

概ね5年以内に年間
1,000人以上、その後も増加

概ね5年以内に75％以上
概ね7年以内に75％以上
概ね10年以内に50％以上

現状

616件/年
(H29年)

19.7％
(H30.3時点)

厚労省「新しい社会的養育ビジョン」及び「社会的養護の課題と将来像」より塩崎恭久事務所作成

③ 【できる限り良好な家庭的環境】

・小規模かつ地域分散型施設

【施設の新たな役割】
施設入所は、措置前の一時的な入所に
加え、高度専門的な対応が必要な場合
が中心。高機能化、多機能化を図り、地
域で新たな役割を担う。

・・・１８歳未満人口の１割縮小が見込まれており、
これと同様の推移を見込むか、（略）、少なくとも対
象児童は減少しないと見込むことが考えられる。

・・・市区町村の支援の充実により、潜在的ニーズ
が掘り起こされ、代替養育を必要とする子どもの
数は増加する可能性が高いことに留意して計画を
立てる。

「社会的養護（代替養育）を必要とする子ども数」の考え方の相違点

②【家庭における養育環境と同様の養育環境】

①【家庭】 ・実父母や親族等

「新しい社会的養育ビジョン」の「家庭養育優先原則」、「数値目標」等

「『家庭的』の定義が不明確」
かつ

「優先順位も不明確」

9



【抜粋】「都道府県社会的養育推進計画の策定要領」（平成30年7月6日付局長通知）
４．項目ごとの策定要領
（５）里親等への委託の推進に向けた取組
②里親やファミリーホームへの委託子ども数の見込み
（計画策定に当たっての留意点）

ⅲ

〇国においては、
「概ね７年以内（３歳未満は概ね５年以内）に乳幼児の里親等委託率75％以上」、「概ね10 年以内

に学童期以降の里親等委託率50％以上」の実現に向けて、取組を推進する。

〇都道府県においては、
これまでの地域の実情は踏まえつつも、

①子どもの権利や子どもの最善の利益はどの地域においても実現されるべきものであること、及び
②上述した数値目標

を十分に念頭に置き、個々の子どもに対する十分なアセスメントを行った上で、代替養育を必要とす
る子どもの見込み等を踏まえ、数値目標と達成期限を設定する。

なお、数値目標の設定は、（中略）、児童相談所における「家庭養育優先原則」を十分踏まえたアセ
スメントの結果によって、子どもの最善の利益の観点から行われるものであって、里親等委託率の数
値目標達成のために機械的に措置が行われるべきものではない。

〇国としては、
必要な支援策を講じるとともに、委託率の引き上げの進捗と子どもの状況について丁寧にフォ
ローの上、都道府県の代替養育を必要とする子どもの状況や里親等委託の取組状況を評価し、支
援の在り方や進め方について検証する。進捗状況は、毎年、公表する。

都道府県は国の目標を踏まえ、「数値目標」と「達成期限」を設定

*本文中の朱記、太字及びアンダーライン等は塩崎恭久事務所補足

【抜粋】「都道府県社会的養育推進計画の策定要領」（平成30年7月6日付局長通知）
〇施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組
ⅲ 児童福祉法第３条の２の規定に則り、「できる限り良好な家庭的環境」を確保すべきであり、

①質の高い個別的なケアを実現するとともに、
②小規模かつ地域分散化された施設環境を確保する（中略）。

〇施設の新築、改築、増改築の場合
ⅳ （中略）今後計画される施設の新築や改築、増築の際には、小規模かつ地域分散化された施設の設置を優先して進めていくこと。

〇本体施設ユニット化を経て独立する場合
ⅴ(中略)大舎から小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換を進める過程で(中略)、

①本体施設から順次分散化施設を独立させていく方法や、
②過渡的に本体施設のユニット化を経て独立させていく方法

が考えられるが、どちらの場合にも、概ね10 年程度で地域分散化及び多機能化・機能転換を図る
計画を、人材育成も含めて策定すること。

過渡的にユニット化する場合でも
①同一敷地内での戸建て住宅型又はグループごとに独立した玄関のある合築型の施設内ユニット
とするなど、生活単位を独立させるとともに
②地域社会との良好な関係性の構築を十分に行う（中略）。

ⅵ 既存の施設内ユニット型施設についても、概ね10 年程度を目標に、小規模かつ地域分散化を進
めるための人材育成計画を含めた計画を立てる。（中略）

〇例外
ⅶ 小規模かつ地域分散化の例外として、ケアニーズが非常に高い子どもに専門的なケアを行うため、（中略）、生活単位が集合す
る場合もあり得る。このような場合（中略）、できるだけ少人数（将来的には４人まで）の生活単位とし、その集合する生活単位の数
も大きくならない（概ね４単位程度まで）（中略）。そのため、厚生労働省としては、（中略）、安定的な財源の確保に向けて、最大限
努力していく。

各施設は、概ね10年程度で「⼩規模かつ地域分散化」を図る計画を策定

*本文中の朱記、太字及びアンダーライン等は塩崎恭久事務所補足 10



都道府県社会的養育推進計画について（里親等委託率の目標値）

○ 各都道府県等から提出された計画について里親等委託率の数値目標や里親推進に向けた取組等をレーダーチャートにて取りまとめた上で公表。
（令和2年8月7日作成、令和３年３月31日更新）

○ 取組の強化を図るため、国において「里親委託・施設地域分散化等加速化プラン」を策定（令和３年２月４日）し、令和６年度末時点の３歳未満児
の里親等委託率75％以上を目指す自治体等に対して、フォスタリング事業の補助率を嵩上げ（1/2→2/3）すること等により、里親等への委託を推進。

2018年度末
実績

5年目
（2024年度末）

7年目
（2026年度末）

10年目
（2029年度末）

3歳未満 3歳未満
3歳以上
就学前

3歳未満
3歳以上
就学前

学童期
以降

国が策定要領で示す数値 20.5% 75.0%以上 75.0% 75.0%以上 75.0% 75.0% 50.0%以上

北海道
（札幌市）

34.5%
（29.7%）

84.7% - - -

青森県 27.8% 38.5% - - 60.9% 62.2% 47.9%

岩手県 26.2% 55.3% 42.8% 44.3% 54.8% 52.6% 46.6%

宮城県 40.2% 38.5% 55.4%（全年齢合計） 51.9% 63.2% 62.2%

秋田県 12.2% 57.9% - - 40.0%

山形県 20.0% 76.2% - - 75.0% 75.0% 31.7%

福島県 24.6% 76.3% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 30.0%

茨城県 16.8% 70.0% - - 71.4% 69.8% 60.7%

栃木県 19.2% 53.1% - 54.4% - - 41.0%

群馬県 17.4% 33.8% 38.0% 57.0% 40.0% 75.0% 50.0%

埼玉県
（さいたま市）

18.8%
（40.0%）

36.2% - - - - -

千葉県 27.9% 57.0% - - 75.4% 50.5% 32.5%

千葉市 31.2% 55.6% - - 73.7% 74.1% 50.0%

東京都 14.9% 14.1% 28.7% 38.2% 50.5% 50.5% 33.6%

神奈川県 16.5% 34.9% - - 75.0% 75.0% 24.6%

新潟県
（新潟市）

40.0%
（55.9%）

40.9% - - 61.0% 77.0% 57.0%

富山県 18.5% 46.2% - - 66.7% 66.7% 33.3%

石川県
（金沢市）

15.9%
（15.4%）

44.4% - - 60.0% 35.0%

福井県 16.6% 33.3% - - 65.0% 65.0% 35.0%

山梨県 28.8% 76.1% - - 75.0%以上 50.0%以上

長野県 16.1% 40.7% - - 75.0% 67.7% 36.5%

岐阜県 16.1% 75.9% - - 67.9% 47.9% 37.5%

静岡県 21.9% 45.0% - - 65.0% 58.0% 46.0%

愛知県 15.9% 28.5% - - 49.4% 45.7% 30.1%

三重県 28.8% 48.4% - - 60.0% 60.0% 40.0%

滋賀県 34.3% 52.5% - - 73.9% 65.4% 60.2%

京都府 14.8% 40.0% - - 40.0% 33.0%

大阪府 11.6% 47.0% - - 64.0% 44.0% 38.0%

兵庫県 19.2% 37.5% 44.2% 37.9% 55.8% 46.8% 47.1%

奈良県 17.4% 27.3% - - 47.0% 42.0% 31.0%

和歌山県 20.5% 34.3% - - 55.6% 46.4% 42.1%

24.6% 13.9% - - 60.0%

島根県 23.4% 36.0% 41.0% - 概ね50%以上 - 概ね40%以上

2018年度末
実績

5年目
（2024年度末）

7年目
（2026年度末）

10年目
（2029年度末）

3歳未満 3歳未満
3歳以上
就学前

3歳未満
3歳以上
就学前

学童期
以降

国が策定要領で示す数値 20.5% 75.0%以上 75.0% 75.0%以上 75.0% 75.0% 50.0%以上

岡山県
（岡山市）

32.7%
（14.0%）

75.7% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 50.0%

広島県
（広島市）

14.1%
（18.8%）

29.0% - - 43.5% 44.0% 42.4%

山口県 20.0% 34.5% - - 45.0%

徳島県 12.8% 60.0% 60.0% 55.0% 60.0% 55.0% 43.0%

香川県 23.8% 52.0% 40.5%（全年齢合計） 70.0% 70.0% 40.0%

愛媛県 18.1% 48.0% 56.0% 60.7% 72.0% 77.0% 33.3%

高知県 18.7% 41.2% - - 65.0% 60.0% 50.0%

福岡県 20.7% 52.4% 60.7% 60.4% 60.7% 60.4% 41.9%

佐賀県 31.1% 75.0% 63.0% 75.0% 76.9% 81.5% 48.0%

長崎県 17.6% 62.1% 75.0% 37.4% 75.0% 50.9% 40.3%

熊本県
（熊本市）

12.4%
（10.8%）

46.4% 55.9% 44.2% 69.8% 58.7% 30.3%

大分県 33.1% 75.8% - - 75.0%
50.0%～
75.0%

35.0%～
50.0%

宮崎県 13.4% 38.2% - - 54.0% 44.0% 35.0%

鹿児島県 17.5% 39.7% 39.7% 56.5% 38.6% 58.2% 37.4%

沖縄県 34.7% 57.4% - - 40.0%

仙台市 27.7% 38.9% 46.4% 52.5% 57.6% 65.0% 44.3%

横浜市 15.2% 33.1% 38.7% 43.0% 45.3% 46.9% 31.4%

川崎市 23.2% 75.0% 76.0% 75.0% 76.0% 75.0% 50.0%

相模原市 16.9% 75.0% 75.0% 76.0% 75.0% 76.0% 50.0%

静岡市 48.5% 53.3% - - 64.0% 58.0% 52.0%

浜松市 26.7% 75.0% - - 67.0% 59.0% 49.0%

名古屋市 14.4% 45.0% - - 70.0% 30.0% 30.0%

京都市 13.1% 74.3% 75.0% 75.0％ 75.0% 75.0% 50.0%

大阪市 16.5% 25.5% - - 41.0% 42.9% 33.9%

堺市 12.4% 31.4% - - 46.0% 37.3% 32.2%

神戸市 12.4% 37.3% - - 58.3% 30.9%

北九州市 19.1% 38.6% 42.2% 42.9% 48.9% 47.0% 32.1%

福岡市 47.9% 77.1% 75.8% 76.9% 76.7% 75.0% 58.8%

横須賀市 18.9% 35.7% - - 45.0%

明石市 85.7% - - 100.0% 100.0% 62.1%

は、策定要領に示す国の基準を満たすもの

（※） 都道府県社会的養育推進計画を作成した際の目標値とは別に、 「里親委託・施設地域分散化等加速化プラン」を踏まえた目標値を設定している場合があり、その場合において、上記では、後者の目標値を令和３年３月31日時点の状況で記載している。

5鳥取県5
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里親養育包括支援（フォスタリング）事業の自治体別交付決定額（令和３年度）

○ 令和３年度における里親養育包括支援（フォスタリング）事業の自治体別の交付決定額は以下のとおり。
（国負担１／２（又は２／３），都道府県・指定都市・児童相談所設置市負担１／２（又は１／３））
※里親等委託推進提案型事業については定額（国負担１０／１０相当）

自治体名 交付決定額 自治体名 交付決定額 自治体名 交付決定額

北海道 18,972,000 京都府 3,202,000 千葉市 15,108,000

青森県 9,663,000 大阪府 107,477,000 港区 25,665,000

岩手県 4,178,000 兵庫県 43,210,000 世田谷区 30,254,000

宮城県 29,670,000 奈良県 6,110,000 豊島区 895,000

秋田県 9,448,000 和歌山県 30,748,000 荒川区 19,085,000

山形県 5,513,000 鳥取県 7,783,000 江戸川区 26,962,000

福島県 9,168,000 島根県 1,830,000 横浜市 19,277,000

茨城県 45,988,000 岡山県 3,628,000 川崎市 56,814,000

栃木県 28,300,000 広島県 8,449,000 相模原市 4,641,000

群馬県 12,458,000 山口県 15,189,000 新潟市 2,035,000

埼玉県 54,167,000 徳島県 6,476,000 静岡市 12,266,000

千葉県 17,746,000 香川県 3,005,000 浜松市 4,365,000

東京都 160,895,000 愛媛県 350,000 名古屋市 22,196,000

神奈川県 36,728,000 高知県 28,804,000 京都市 18,435,000

新潟県 6,405,000 福岡県 83,622,000 大阪市 54,952,000

富山県 4,342,000 佐賀県 39,968,000 堺市 7,347,000

石川県 4,467,000 長崎県 12,020,000 神戸市 10,277,000

福井県 7,719,000 熊本県 62,336,000 岡山市 3,070,000

山梨県 19,950,000 大分県 20,643,000 広島市 4,435,000

長野県 12,639,000 宮崎県 18,566,000 北九州市 3,815,000

岐阜県 60,124,000 鹿児島県 3,137,000 福岡市 42,402,000

静岡県 25,437,000 沖縄県 15,666,000 熊本市 37,000,000

愛知県 16,877,000 札幌市 22,852,000 横須賀市 3,486,000

三重県 26,421,000 仙台市 3,363,000 金沢市 300,000

滋賀県 15,045,000 さいたま市 2,858,000 明石市 8,060,000

合計 1,626,754,000
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都道府県別フォスタリング事業の実施状況（令和２年度）

「里親養育包括支援事業」（フォスタリング事業）による国庫補助を受けて実施された事業の実施状況は以下のとおり。

（ 令和元年度（実績） ： 68自治体（70自治体中） 、222か所（延べ） → 令和２年度（実績） ： 73自治体（73自治体中）、275か所（＋53）（延べ） ）

公営 民間委託
①普及促進・
リクルート

事業

②里親研修・
トレーニング

事業

③里親委託推
進等事業

④里親訪問等
支援事業

⑤共働き家庭
里親委託促進

事業

中央児童相談所 ○ ○ ○ ○

南児童相談所 ○ ○ ○ ○

川越児童相談所 ○ ○ ○ ○

所沢児童相談所 ○ ○ ○ ○

熊谷児童相談所 ○ ○ ○ ○

越谷児童相談所 ○ ○ ○ ○

草加児童相談所 ○ ○ ○ ○

特定非営利活動法人　キーアセット ○ ○ ○ ○

一般社団法人　埼玉県里親会 ○ ○

特定非営利活動法人　子ども家庭サポートセンターちば ○ ○ ○ ○

特定非営利活動法人　ちばこどもおうえんだん ○

千葉県里親会 ○

社会福祉法人　恩賜財団母子愛育会 ○

特定非営利活動法人　キーアセット 〇 〇 〇 〇

一般社団法人　東京公認心理師協会 〇 〇 〇 〇

社会福祉法人　二葉保育園二葉乳児院 〇 〇 〇 〇

社会福祉法人　二葉保育園二葉学園 〇 〇 〇 〇

養育家庭の会 〇 〇

特定非営利活動法人　バディチーム 〇

中央児童相談所 ○ ○ ○

平塚児童相談所 ○ ○ ○

鎌倉三浦地域児童相談所 ○ ○ ○

小田原児童相談所 ○ ○ ○

厚木児童相談所 ○ ○ ○

子ども自立生活支援センター ○ ○ ○

里親センター ○ ○ ○

家庭養育支援センター（５箇所） ○ ○ ○

新潟県 ○ ○

中央児童相談所 ○ ○

長岡児童相談所 ○ ○

上越児童相談所 ○ ○

社会福祉法人　恩賜財団母子愛育会 ○

社会福祉法人　新潟カリタス会 ○

日本赤十字社富山県支部 ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　恩賜母子愛育会 ○

富山県里親会 ○

中央児童相談所 ○ ○ ○

七尾児童相談所 ○ ○ ○

民間 社会福祉法人　松寿園 ○ ○

総合福祉相談所 〇 〇 〇 〇

敦賀児童相談所 ○ ○ ○ ○

山梨県 1か所 1か所 － 公営 中央児童相談所 ○ ○ ○ ○

中央児童相談所 〇 〇 〇

松本児童相談所 〇

民間 うえだみなみ乳児院 〇 〇

子ども家庭課 ○ ○

中央子ども相談センター ○ ○

西濃子ども相談センター ○

中濃子ども相談センター ○

東濃子ども相談センター ○

飛騨子ども相談センター ○

社会福祉法人　日本児童育成園 ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　樹心会 ○ ○ ○

社会福祉法人　桜友会 〇 〇 〇

社会福祉法人　カトリック名古屋教区報恩会 〇 〇 〇

社会福祉法人　飛騨慈光会 〇 〇 〇

賀茂児童相談所 ○ ○ ○ ○

東部児童相談所 ○ ○ ○ ○

富士児童相談所 ○ ○ ○ ○

中央児童相談所 ○ ○ ○ ○

西部児童相談所 ○ ○ ○ ○

恵明学園児童家庭支援センタースマイル ○ ○ ○

誠信会児童家庭支援センターパラソル ○ ○ ○

児童家庭支援センターはるかぜ ○ ○ ○

民間

千葉県 4か所 － 4か所 民間

埼玉県 9か所 7か所 2か所

公営

自治体名

か所数 実施機関詳細

実施機関名

民間

新潟県 6か所 4か所 2か所

公営

民間

東京都 6か所 － 6か所 民間

神奈川県 12か所 6か所 6か所

公営

富山県 3か所 － 3か所 民間

石川県 3か所 2か所 1か所
公営

福井県 2か所 2か所 － 公営

長野県 3か所 2か所 1か所
公営

静岡県 8か所 5か所 3か所

公営

民間

岐阜県 11か所 6か所 5か所

公営

民間

公営 民間委託
①普及促進・
リクルート

事業

②里親研修・
トレーニング

事業

③里親委託推
進等事業

④里親訪問等
支援事業

⑤共働き家庭
里親委託促進

事業

北海道（本庁） ○ ○ ○

北海道中央児童相談所 ○ ○ ○ ○

北海道旭川児童相談所 ○ ○ ○ ○

北海道帯広児童相談所 ○ ○ ○ ○

北海道釧路児童相談所 ○ ○ ○ ○

北海道函館児童相談所 ○ ○ ○ ○

北海道北見児童相談所 ○ ○ ○ ○

北海道岩見沢児童相談所 ○ ○ ○ ○

北海道室蘭児童相談所 ○ ○ ○ ○

民間 一般社団法人　北海道里親会連合会 ○ ○

公営 中央児童相談所 ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　藤聖母園 ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　ひまわり乳児院 ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　弘前乳児院 ○ ○ ○ ○

青森県里親連合会 ○ ○ ○

岩手県（本庁） ○

岩手県福祉総合相談センター ○ ○ ○

岩手県一関児童相談所 ○ ○ ○

岩手県宮古児童相談所 ○ ○ ○

宮城県 ○ ○

中央児童相談所 ○

北部児童相談所 ○

東部児童相談所 ○

みやぎ里親支援センターけやき ○ ○ ○

恩賜財団母子愛育会 ○

宮城県なごみの会 ○

公営 各児童相談所（3箇所）及び主管課 ○

秋田赤十字乳児院 ○ ○ ○

陽清学園 ○ ○ ○

感恩講児童保育院 ○ ○ ○

聖園天使園 ○ ○ ○

県南愛児園 ○ ○ ○

公営 山形県 ○ ○

社会福祉法人　寒河江学園 ○ ○ ○

社会福祉法人　恩賜財団済生会支部山形県済生会 ○

中央児童相談所 ○ ○ ○ ○

県中児童相談所 ○ ○ ○ ○

会津児童相談所 ○ ○ ○ ○

浜児童相談所 ○ ○ ○ ○

中央児童相談所 ○ ○

日立児童相談所 〇 〇

鉾田児童相談所 〇 〇

土浦児童相談所 ○ ○

筑西児童相談所 ○ ○

社会福祉法人　同仁会　児童家庭支援センターあいびー ○

社会福祉法人　同仁会　つくば香風寮 ○

社会福祉法人　茨城県道心園 ○

社会福祉法人　誉田会 ○

中央児童相談所 ○ ○ ○ ○

県南児童相談所 ○ ○ ○

県北児童相談所 ○ ○ ○

一般財団法人　栃木県里親連合会 ○ ○

社会福祉法人　恩賜財団母子愛育会 ○

中央児童相談所 ○ ○ ○ ○

中央児童相談所北部支所 ○ ○ ○ ○

西部児童相談所 ○ ○ ○ ○

東部児童相談所 ○ ○ ○ ○

群馬県里親の会 ○

群馬県児童養護施設連絡協議会 ○

社会福祉法人　恩賜財団母子愛育会 ○

自治体名

か所数 実施機関詳細

実施機関名

北海道 10か所 9か所 1か所
公営

宮城県 7か所 4か所 3か所

公営

民間

青森県 5か所 1か所 4か所
民間

岩手県 4か所 4か所 － 公営

秋田県 9か所 4か所 5か所
民間

山形県 3か所 1か所 2か所
民間

福島県 4か所 4か所 － 公営

茨城県 9か所 5か所 4か所

公営

民間

栃木県 5か所 3か所 2か所

公営

民間

群馬県 7か所 4か所 3か所

公営

民間 14



公営 民間委託
①普及促進・
リクルート

事業

②里親研修・
トレーニング

事業

③里親委託推
進等事業

④里親訪問等
支援事業

⑤共働き家庭
里親委託促進

事業

愛知県 ○ ○

中央児童・障害者相談センター ○ ○

西三河児童・障害者相談センター ○ ○

民間 社会福祉法人　中日新聞社会事業団 ○ ○

公営 児童相談センター（県内6児童相談所含む） ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　アパティア福祉会 ○ ○ ○

社会福祉法人　名張厚生協会 〇 〇 〇

特定非営利活動法人　子どもＮＰＯサポートセンター ○ ○

社会福祉法人　恩賜財団母子愛育会及び児童養護施設・乳児院 ○

一般社団法人　三重県里親会 ○

滋賀県 1か所 － 1か所 民間 社会福祉法人　小鳩会 ○ ○ ○ ○

京都府 1か所 1か所 － 公営 家庭支援総合センター ○ ○ ○ ○

特定非営利活動法人　キーアセット ○ ○ ○ ○

公益社団法人　家庭養護促進協会 ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　和泉乳児院 ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　大阪水上隣保館 ○ ○ ○ ○

NPO法人　里親子支援機関えがお ○

中央こども家庭センター ○ ○ ○

西宮こども家庭センター ○ ○ ○

川西こども家庭センター ○ ○ ○

姫路こども家庭センター ○ ○ ○

豊岡こども家庭センター ○ ○ ○

民間 公益社団法人　家庭養護促進協会 ○ ○ ○

公営 こども家庭相談センター（児童相談所） ○ ○ ○

社会福祉法人　天理 ○ ○ ○

社会福祉法人　恩賜財団母子愛育会 ○

和歌山県 ○

和歌山県子ども・女性・障害者相談者センター ○

里親支援機関「なでしこ」 ○ ○ ○

里親支援機関ほっと ○ ○ ○

鳥取県 1か所 － 1か所 民間 社会福祉法人　鳥取こども学園 ○ ○ ○ ○

島根県青少年家庭課 ○

中央児童相談所 ○

出雲児童相談所 ○

浜田児童相談所 ○

益田児童相談所 ○

島根県里親会 ○ ○

島根県社会福祉士会 ○

恩腸財団母子愛育会 ○

中央児童相談所 〇 〇 〇 〇

倉敷児童相談所 〇 〇 〇 〇

津山児童相談所 〇 〇 〇 〇

西部こども家庭センター ○ ○ ○ ○

東部こども家庭センター ○ ○ ○ ○

北部こども家庭センター ○ ○ ○ ○

民間 株式会社みづま ○

山口県 1か所 － 1か所 民間 社会福祉法人　防府海北園 ○ ○ ○ ○

公営 徳島県 ○ ○

こども家庭支援センターひかり ○ ○ ○ ○

徳島赤十字乳児院 ○ ○ ○

公営 香川県子ども女性相談センター（児童相談所） ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　弘善会（児童養護施設　讃岐学園） ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　四恩の里（児童養護施設　亀山学園） ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　恵愛福祉事業団
（児童養護施設　恵愛学園、児童家庭支援センターけいあい）

○ ○ ○ ○

社会福祉法人　イエス団（乳児院　神愛館） ○ ○ ○ ○

愛媛県 1か所 － 1か所 民間 愛媛県里親連合会 ○ ○

高知県 1か所 － 1か所 民間 社会福祉法人（乳児院） 〇 〇 〇

福岡児童相談所 ○ ○ ○ ○

久留米児童相談所 ○ ○ ○ ○

田川児童相談所 ○ ○ ○ ○

大牟田児童相談所 ○ ○ ○ ○

宗像児童相談所 ○ ○ ○ ○

京築児童相談所 ○ ○ ○ ○

特定非営利活動法人　キーアセット 〇 〇 〇 〇

社会福祉法人　慈愛会 〇 〇 〇 〇

子ども家庭支援センターあまぎやま ○

公営 佐賀県中央児童相談所 ○ ○ ○ ○

民間 社会福祉法人　慈恵会 ○ ○ ○

長崎こども・女性・障害者支援センター ○ ○

佐世保こども・女性・障害者支援センター ○ ○

民間 社会福祉法人　光と緑の園 ○ ○

公営

三重県 12か所 7か所 5か所
民間

民間

島根県 8か所 5か所 3か所

公営

民間

奈良県 3か所 1か所 2か所
民間

和歌山県 4か所 2か所 2か所

公営

岡山県 3か所 3か所 － 公営

広島県 4か所 3か所 1か所
公営

公営

民間

徳島県 3か所 1か所 2か所
民間

香川県 5か所 1か所 4か所
民間

佐賀県 2か所 1か所 1か所

長崎県 3か所 2か所 1か所

福岡県 9か所 6か所 3か所

公営

公営
兵庫県 6か所 5か所 1か所

自治体名

か所数 実施機関詳細

実施機関名

大阪府 5か所 － 5か所 民間

愛知県 4か所 3か所 1か所

公営 民間委託
①普及促進・
リクルート

事業

②里親研修・
トレーニング

事業

③里親委託推
進等事業

④里親訪問等
支援事業

⑤共働き家庭
里親委託促進

事業

熊本県中央児童相談所 ○ ○ ○ ○

熊本県八代児童相談所 ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　慈愛園 ○ ○ ○ ○

特定非営利活動法人　優里の会 ○ ○ ○ ○

公営 中央児童相談所 ○ ○ ○ ○

民間 大分県里親会 ○

特定非営利活動法人　みやざき子ども文化センター ○ ○ ○ ○

子ども家庭支援センターつぼみ ○

児童家庭支援センターゆうりん ○

公営 中央児童相談所 〇 〇

鹿児島県里親会 〇 〇 〇

児童養護施設　南さつま子どもの家 〇

沖縄県中央児童相談所 ○ ○

沖縄県コザ児童相談所 ○ ○

沖縄県里親会 ○ ○

社会福祉法人　袋中園吉水寮（乳児院） ○ ○

公営 札幌市児童相談所 ○ ○ ○ ○

社会福祉法人　常徳会 ○

社会福祉法人　北翔会 ○

札幌市里親会 ○ ○

社会福祉法人　扶桑苑 ○

社会福祉法人　麦の子会 ○

社会福祉法人　恩賜財団母子愛育会 ○

仙台市児童相談所 〇 〇 〇

子供未来局子供育成部子供家庭支援課 〇

さいたま市 1か所 1か所 － 公営 さいたま市南部児童相談所 〇 〇 〇 〇

公営 千葉市児童相談所 ○ ○ ○ ○

民間 特定非営利活動法人　キーアセット ○ ○ ○ ○

こども青少年局こども家庭課 ○ ○ ○ ○

中央児童相談所 ○

公営 こども家庭センター（中央児童相談所） ○

特定非営利活動法人　キーアセット ○ ○ ○

社会福祉法人　厚生館福祉会 ○ ○ ○

公営 相模原市児童相談所 〇 〇 〇 〇

民間 社会福祉法人　中心会 〇 〇 〇 〇

新潟市 1か所 1か所 － 公営 新潟市児童相談所 ○ ○

静岡市 1か所 － 1か所 民間 特定非営利活動法人　静岡市里親支援センター 〇 〇 〇 〇

浜松市 1か所 1か所 － 公営 浜松市児童相談所 ○ ○ ○ ○

名古屋市 1か所 1か所 － 公営 名古屋市児童相談所 〇 〇 〇

公営 京都市子ども若者はぐくみ局子ども家庭支援課 〇

社会福祉法人　積慶園 〇 〇

京都市里親会 〇 〇

公営 大阪市こども相談センター ○ ○ ○ ○

公益社団法人　家庭養護促進協会 ○ ○ ○ ○

大阪市里親会 ○ ○ ○ ○

堺市 1か所 1か所 － 公営 堺市児童相談所 〇 〇 〇 〇

神戸市こども家庭センター ○ ○ ○ ○

神戸市こども家庭局家庭支援課 ○

岡山市 1か所 1か所 － 公営 岡山市こども総合相談所 ○ ○ ○ ○

広島市 1か所 1か所 － 公営 広島市児童相談所 ○ ○ ○ ○

北九州市 1か所 1か所 － 公営 北九州市子ども総合センター（児童相談所） ○ ○

公営 福岡市こども総合相談センター（児童相談所） ○ ○ ○ ○

民間 特定非営利活動法人　キーアセット ○ ○ ○ ○

熊本市 1か所 1か所 － 公営 熊本市児童相談所 ○ ○

横須賀市 1か所 1か所 － 公営 横須賀市児童相談所 〇 〇

公営 金沢市児童相談所 ○ ○ ○

社会福祉法人　享誠塾 ○ ○

社会福祉法人　梅光会 ○ ○

公営 明石こどもセンター 〇

民間 公益社団法人　家庭養護促進協会神戸事務所 〇 〇

社会福祉法人　東京育成園 〇 〇

一般社団法人　東京公認心理師協会 〇 〇

社会福祉法人　二葉保育園二葉乳児院 〇 〇

養育家庭の会 〇

特定非営利活動法人　バディチーム 〇

江戸川区 1か所 ー 1か所 民間 社会福祉法人　二葉保育園二葉乳児院 〇 〇 〇 〇

荒川区 1か所 － 1か所 民間 社会福祉法人　二葉保育園二葉乳児院 〇 〇 〇 〇

（計） 275か所 146か所 129か所

民間

明石市 2か所 1か所 1か所

2か所

金沢市 3か所 1か所 2か所
民間

神戸市

相模原市 2か所 1か所 1か所

京都市 3か所 1か所

世田谷区 5か所 － 5か所

2か所 2か所 － 公営

福岡市 2か所 1か所 1か所

民間

大阪市 3か所 1か所 2か所
民間

公営

川崎市 3か所 1か所 2か所
民間

千葉市 2か所 1か所 1か所

横浜市 2か所 2か所 －

公営

沖縄県 4か所 2か所 2か所

公営

民間

民間

鹿児島県 3か所 1か所 2か所
民間

札幌市 7か所 1か所 6か所
民間

仙台市 2か所 2か所 －

大分県 2か所 1か所 1か所

宮崎県 3か所 － 3か所

熊本県 4か所 2か所 2か所

公営

民間

か所数 実施機関詳細

実施機関名
自治体名

15



3

10/10

16



90,000

141,000

59,510

51,610

1

90,200 90,200

123,000

123,000

137,000
137,000

143,000

90,200 90,200

87,000 87,000

94,000 94,000

143,000

34,000
34,000

72,000 72,000

86,000

90,000

34,000
34,000

36,000 36,000

43,000 43,000

90,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

4,000

32,800

38,000

14,000

14,000

4,000

17



前回令和元年の

に応じた措置費制度 の
●施設の高機能化・多機能化と施設体系の見直し 
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「子ども家庭福祉士（仮称）」資格取得ルートのイメージ
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経過措置（現任者ルート）大学ルート 社会人ルート

○子ども家庭福祉士（仮称）の履修科目
（左記の1200時間相当）

②既存の資格を
取得したうえで、
現場に出てか
らでも効率的に
取得できる
ルートとする

社会福祉士（※１）

精神保健福祉士（※１）

児童福祉司、市区町村の
子ども家庭支援員等の実務経験

●年（※２）

福祉系の大学等
４年（基礎科目の履修）

一般大学等
４年

子ども家庭福祉
分野の
実務経験
●年

試験

資格付与

○児童関係の専門科目
○演習・実習（児童関係）

養成施設（短期・一般）

（※１）社会福祉士・精神保健福祉士
養成課程との重複部分は免除
職能団体が実施する研修の一部
を振替可とすることも検討

②大学等で福祉系の科
目を履修していない
者でも実務経験を積
みながら取得できる
ルートとする

子ども家庭福祉士
（仮称）専門科目

●時間

共通科目 510時間

社会福祉士専門科目
690時間

240時間
○ソーシャルワークの理論と方法（専門）

○ソーシャルワークの基盤と専門職（専門）

○福祉サービスの組織と経営
○高齢者福祉
○貧困に対する支援
○保健医療と福祉
○児童・家庭福祉

450時間
○ソーシャルワーク演習（専門）
○ソーシャルワーク実習指導
○ソーシャルワーク実習

精神保健福祉士専門科目
690時間

300時間
○ソーシャルワークの理論と方法（専門）

○精神医学と精神医療

○現代の精神保健の課題と支援
○精神保健福祉の原理
○精神障害リハビリテーション論
○精神保健福祉制度論

390時間
○ソーシャルワーク演習（専門）
○ソーシャルワーク実習指導
○ソーシャルワーク実習

○医学概論
○心理学と心理的支援
○社会学と社会システム
○社会福祉の原理と政策
○地域福祉と包括的支援体制

○社会保障
○障害者福祉
○権利擁護を支える法制度
○刑事司法と福祉

１
２
０
０
時
間

○児童関係の
専門科目

試験

資格付与

①大学で社会福祉士等の資
格取得のための科目の履
修とあわせて、無理のな
い範囲で履修できるルート
とする

○社会福祉調査の基礎
○ソーシャルワークの基盤と専門職
○ソーシャルワークの理論と方法
○ソーシャルワーク演習

○演習・実習
（児童関係）

※左記と一部
重複があり
得る

4

（※２）児童福祉司（法定）研修の一部
を振替可とすることや、実習の一部
を免除することも検討

《大学ルート》 《社会人ルート》
資格取得ルートのイメージ② 　　　（社会人ルート）

���

○履修科目免除 
○実習一部免除

保育士（保育士養成
課程の学生を含む）
が既に取得した履修
科目については免除
することで効率的に
取得できる
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資格取得ルートのイメージ①

子ども家庭福祉士（仮称）資格取得（登録）

子ども家庭福祉士（仮称）試験

福祉系の大学等
４年

社会福祉士

精神保健福祉士

児童福祉司、市区町村の
子ども家庭支援員等の

実務経験
●年

福祉系の大学等
４年

（基礎科目の履修）

（指定科目の履修）

講習会等

②①以外で、養成施設で必要な知識・技能を修得した者のルート 経過措置①大学で子ども家庭福祉に関する
科目を修めて卒業した者のルート

一般大学等
４年

子ども家庭福祉分野の
実務経験
●年

児童福祉司、

市区町村の
子ども家庭
支援員等の
実務経験
●年

養成施設
（短期・一般）

※大学等での履修科目、実務経験等に応じ、養成施設での修業年限や履修免除科目は異なる。

�������������
1�������
27�1�0�4
��	�����

○子ども家庭福祉士（仮称）の履修科目
（左記の1200時間相当）

②既存の資格を
取得したうえで、
現場に出てか
らでも効率的に
取得できる
ルートとする

社会福祉士（※１）

精神保健福祉士（※１）

児童福祉司、市区町村の
子ども家庭支援員等の実務経験

●年（※２）

福祉系の大学等
４年（基礎科目の履修）

一般大学等
４年

子ども家庭福祉
分野の
実務経験
●年

試験

資格付与

○児童関係の専門科目
○演習・実習（児童関係）

養成施設（短期・一般）

（※１）社会福祉士・精神保健福祉士
養成課程との重複部分は免除
職能団体が実施する研修の一部
を振替可とすることも検討

②大学等で福祉系の科
目を履修していない
者でも実務経験を積
みながら取得できる
ルートとする

子ども家庭福祉士
（仮称）専門科目

●時間

共通科目 510時間

社会福祉士専門科目
690時間

240時間
○ソーシャルワークの理論と方法（専門）

○ソーシャルワークの基盤と専門職（専門）

○福祉サービスの組織と経営
○高齢者福祉
○貧困に対する支援
○保健医療と福祉
○児童・家庭福祉

450時間
○ソーシャルワーク演習（専門）
○ソーシャルワーク実習指導
○ソーシャルワーク実習

精神保健福祉士専門科目
690時間

300時間
○ソーシャルワークの理論と方法（専門）

○精神医学と精神医療

○現代の精神保健の課題と支援
○精神保健福祉の原理
○精神障害リハビリテーション論
○精神保健福祉制度論

390時間
○ソーシャルワーク演習（専門）
○ソーシャルワーク実習指導
○ソーシャルワーク実習

○医学概論
○心理学と心理的支援
○社会学と社会システム
○社会福祉の原理と政策
○地域福祉と包括的支援体制

○社会保障
○障害者福祉
○権利擁護を支える法制度
○刑事司法と福祉

１
２
０
０
時
間

○児童関係の
専門科目

試験

資格付与

①大学で社会福祉士等の資
格取得のための科目の履
修とあわせて、無理のな
い範囲で履修できるルート
とする

○社会福祉調査の基礎
○ソーシャルワークの基盤と専門職
○ソーシャルワークの理論と方法
○ソーシャルワーク演習

○演習・実習
（児童関係）

※左記と一部
重複があり
得る

（※２）児童福祉司（法定）研修の一部
を振替可とすることや、実習の一部
を免除することも検討

《大学ルート》 《社会人ルート》
資格取得ルートのイメージ②
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こども（心身の発達の過程にある者をいう。以下同じ。）が自立した個人としてひとしく健やかに成長することのできる社会の実現に向け、子育てにおける家庭の役割の
重要性を踏まえつつ、こどもの年齢及び発達の程度に応じ、その意見を尊重し、その最善の利益を優先して考慮することを基本とし、こども及びこどものある家庭の福祉の
増進及び保健の向上その他のこどもの健やかな成長及びこどものある家庭における子育てに対する支援並びにこどもの権利利益の擁護に関する事務を行うとともに、当該
任務に関連する特定の内閣の重要政策に関する内閣の事務を助けることを任務とするこども家庭庁を、内閣府の外局として設置することとし、その所掌事務及び組織に
関する事項を定める。

こども家庭庁設置法案の概要

１．内閣府の外局として、こども家庭庁を設置
２．こども家庭庁の長は、こども家庭庁長官とする
３．こども家庭庁の所掌事務
⑴ 分担管理事務（自ら実施する事務）
・小学校就学前のこどもの健やかな成長のための環境の確保及び小学校就学前のこどものある家庭における子育て支援に関する基本的な政策の企画及び立
案並びに推進
・子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子どもを養育している者に必要な支援
・こどもの保育及び養護
・こどものある家庭における子育ての支援体制の整備
・地域におけるこどもの適切な遊び及び生活の場の確保
・こども、こどものある家庭及び妊産婦その他母性の福祉の増進
・こどもの安全で安心な生活環境の整備に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進
・こどもの保健の向上
・こどもの虐待の防止
・いじめの防止等に関する相談の体制など地域における体制の整備
・こどもの権利利益の擁護（他省の所掌に属するものを除く） 等
⑵ 内閣補助事務（内閣の重要政策に関する事務）
・こどもが自立した個人としてひとしく健やかに成長することのできる社会の実現のための基本的な政策に関する事項等の企画及び立案並びに総合調整
・結婚、出産又は育児に希望を持つことができる社会環境の整備等少子化の克服に向けた基本的な政策に関する事項の企画及び立案並びに総合調整
・子ども・若者育成支援に関する事項の企画及び立案並びに総合調整

４．資料の提出要求等
・こども家庭庁長官は、こども家庭庁の所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、資料の提出、説明その他の必要な協力
を求めることができることとする

５．審議会等及び特別の機関
・こども家庭庁に、こども政策に関する重要事項等を審議する審議会等を設置することにより、内閣府及び厚生労働省から関係審議会等やその機能を移管

６．施行期日等
・令和５年４月１日
・政府は、この法律の施行後５年を目途として、小学校就学前のこどもに対する質の高い教育及び保育の提供その他のこどもの健やかな成長及びこどものある家
庭における子育てに対する支援に関する施策の実施の状況を勘案し、これらの施策を総合的かつ効果的に実施するための組織及び体制の在り方について検討
を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする

趣旨

概要
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こども基本法案 概要 

〇日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、 

・次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、

    自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、

  ・こどもの心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、

将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指して、

〇こども施策を総合的に推進すること 

〇「こども」……心身の発達の過程にある者 

〇「こども施策」……①～③の施策その他のこどもに関する施策・これと一体的に講ずべき施策 

  ① 新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなになるまでの心身の

発達の過程を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな成長に対する支援

  ② 子育てに伴う喜びを実感できる社会の実現に資する就労、結婚、妊娠、出産、育児等

の各段階に応じた支援

③ 家庭における養育環境その他こどもの養育環境の整備

① 全てのこどもについて、個人として尊重されること・基本的人権が保障されること・差

別的取扱いを受けることがないようにすること

② 全てのこどもについて、適切に養育されること・生活を保障されること・愛され保護さ

れること等の福祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法の精神にのっとり

教育を受ける機会が等しく与えられること

  ③ 全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、自己に直接関係する全ての事項に

関して意見を表明する機会・多様な社会的活動に参画する機会が確保されること

④ 全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、意見の尊重、最善の利益が優先し

て考慮されること

⑤ こどもの養育は家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一義的責任を有する

との認識の下、十分な養育の支援・家庭での養育が困難なこどもの養育環境の確保

⑥ 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境の整備

  〇 国、地方公共団体の責務 

  〇 事業主の努力（雇用環境の整備）・国民の努力（こども施策への関心と理解等） 

〇 年次報告（白書） 

 〇 こども大綱の策定 
   （※少子化社会対策／子ども・若者育成支援

／子どもの貧困対策の既存の３法律の白

書・大綱と一体的に作成） 

〇 施策に対するこども等の意見の反映 

 〇 支援の総合的・一体的提供の体制整備 

 〇 関係者相互の有機的な連携の確保 

 〇 この法律・児童の権利に関する条約の周知 

〇 施策の充実及び財政上の措置等 

  〇 こども家庭庁にこども政策推進会議

を設置。以下の事務を担当。 

 ① 大綱の案を作成

 ② こども施策の重要事項の審議・

 こども施策の実施を推進

 ③ 関係行政機関相互の調整 等 

 〇 会議は、会長（内閣総理大臣）及び

委員（こども政策担当の内閣府特命担

当大臣・内閣総理大臣が指定する大臣）

をもって組織 

施行期日 令和５年４月１日 

検討 国は、この法律の施行後５年を目途として、法律の施行状況及びこども施策の実施

状況を勘案し、こども施策が基本理念にのっとって実施されているかどうか等の観点からそ

の実態を把握し及び公正かつ適切に評価する仕組みの整備その他の基本理念にのっとった

こども施策の一層の推進のために必要な方策について検討 

⇒法制上の措置その他の必要な措置を講ずる

目

的

定

義

責
務
等 
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本
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